
を明確化し、障害児保育の実施や低所得者層の優先入所等、受入体制の整備・

強化を進めるなど、新たな仕組みを設けることで十分に対応可能となる。 

 

（イ）直接補助方式（バウチャー等）の導入 

現行制度では、国の補助は利用者ではなく、保育所に対して運営費という形

で機関補助が行われている。利用者側の視点では、待機児童の発生している都

市部や児童数の減少から保育所の閉所を余儀なくされている地域においては、

必要なサービスを自由に選択し利用したいという希望が叶わないだけではな

く、認可保育所への入所可否によって様々な不公平が生じていることが問題視

される。質の面で安心感を得られやすい認可保育所に預けられる人と、認可保

育所に預けられず、やむなく認可外のサービスを利用する人や就労継続そのも

のを断念せざるを得ない人との間には、負担する保育料や就業機会・利益の得

失において大きな格差が生じる。こうした利用者間の不公平は、手厚い公的補

助が広く子育て世帯に行き渡らずに、認可保育所に対して集中的に行われてい

ることに起因する。加えて、実際に認可保育所と認可外施設における保育の質

の実証的な比較検証は行われていないにもかかわらず、認可保育所の不足感・

待望感にもつながってしまっている。 

 

こうした問題意識から、投入されている公的補助を機関補助ではなく、保育

の必要度（要介護認定のような公的な基準）に応じて、バウチャー等で子育て

世帯に配分する、利用者への直接補助方式に転換するべきと考える。価格（利

用者の費用負担分）を設定する際には、原則、サービス利用量・内容に応じた

応益負担とすべきである。また、現在、認可保育所の保育料は月額で決まって

いるが、フルタイム勤務以外の共働き世帯や在宅保育世帯による利用も増える

と予想されることから、日割り・時間単位等に見直す必要もある。なお、公費

によるバウチャー等が利用可能なサービスの対象は保育所に限定せず、認定こ

ども園や、家庭的保育（保育ママ）やベビーシッター等の在宅保育サービス等

にも拡大すべきである。 

こうした見直しにより、利用者間の公平が保たれ、受け取る補助額を分割使

用したり、個人で上乗せしたりすることが可能となり、利用者のサービス選択

の幅が広がる。また、事業者側には、一律の公定価格ではなく、自由な価格設

定が可能な仕組みを採り入れることで、病児・病後児保育や夜間・休日保育な

ど付加的なサービスの提供に向けたインセンティブが働く。さらには、利用者

が認可外サービスを選ぶことで、利用者の潜在的ニーズに応える新たな事業者

の参入も期待できる。もちろん、公費を使用する対象サービスとして、一定の
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